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◆　地方交付税等総額（当初）の推移（Ｈ１９～Ｒ３）
（兆円）
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（年度）

※表示未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある。
※「法定率分等」は、所得税・法人税・酒税・消費税・たばこ税（～H27）・地方法人税（H26～）の法定率分、国税決算精算分及び国税減額補正精算分の合算額。
※「その他」は、「法定率分等」と「臨時財政対策特例加算」を除く措置（法定加算、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用、交付税特別会計借入金の償還等）の合算額。

0.9
0.5

16.0 16.5
14.8

1.7

1.0

14.7

1.7

3.8

7.7

3.8

3.8

2.3

6.2

3.3

3.3

3.8

0.9

2.3

14.5

2.8

5.4

11.8

2.8

2.4

9.5

5.4

6.1

2.6

5.1
2.3

2.6
3.8

2.8

5.6

2.6

6.2

3.6

2.6

3.6

10.8

14.6

0.6

11.9

2.6

3.0

1.5

4.5

1.5

4.0

3.1

15.3

0.7

3.5

3.8

1.5

15.0

4.0

5.5

3.1

3.1

2.6

2.3

13.8

1.5 0.7

3.4

1.4

2.0
3.0

10.6

3.0

3.8

10.5

2.6

地
方
交
付
税
総
額

平成13年度の地方財政対策において、交付税特別会計の借入金残高が急増している状
況を踏まえて、平成13～15年度の３年間、通常収支の財源不足額のうち財源対策債等を
除いた額を国と地方で折半し、国負担分は一般会計からの加算（臨時財政対策分）、地方
負担分は特例地方債（臨時財政対策債）により補塡するという新ルールが導入された。
この補塡措置は、平成16年度以降の地方財政対策においても同様のルールにより行うこ
ととされ、令和４年度までの間実施される。
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